機械設計業
　

機械設計業では、平成14年ごろから、自動車やITなどの産業における設備投資が活発であったことから、需要は増加傾向にあった。

しかし、20年後半に生じた世界規模の金融危機によって、自動車をはじめ、それまで好調に推移してきた多くの産業において、販売不振などによる大規模な生産調整が行われ、設備投資も大幅に抑制された。この結果、機械設計業では、派遣契約が解除されるなど、需要は急速に減少している。
　現在、需要減少は下げ止まった感はあるものの、回復には至っていない。一部には、６月に入り見積り依頼が増加するなど、回復の兆しもみえはじめているが、今後数ヶ月は、現状で推移するとの見方が業界内では強い。
業界の概要

機械設計業とは、「顧客の要請により、機械、電気工学を基本として創意、考案し、機械の物理的実体の具体的構造を決定して、その機械を製造するための計画組立図面及び設計書等の作成並びに、制作可能な詳細図面を作成する業務を行う事業所」である（経済産業省『特定サービス産業実態調査（デザイン・機械設計業編）』）。機械設計業は、機械工業の発展とともに昭和30 年代に確立された業種であるとされている。当時は、機械工業において生産力を拡充するための技術力が不足していたため、外部の技術者に依存する場合が多かった。30 年代に起こった生産設備の自動化、さらにその後の省力化、公害防止といった目的での新たな機械設備の需要が拡大すると同時に、機械設計業の需要も拡大してきた。
機械設計業の業態は、(1)社員をユーザーに長期間派遣する「要員派遣方式」、(2)定型的な図面を製作する「外注契約方式」、(3)メーカーや商社から機械プラントの開発・設計を請け負う「請負契約方式」、もしくは(4)具体的に機械の開発・製作までを行う「自主開発方式」、の４つに分類される。現実には、これらの形態を兼ねあわせている事業所がほとんどである。また、大手メーカーのエンジニアリング部門が独立した兼業事業所と、独立の設計業者である専業事業所という形態が存在する。ここで対象とするのは、小・中規模の事業所が多い後者である。
　大阪の地位

当業界は、主要な顧客となる大企業を中心とした製造業が多い大都市に集積しており、大都市立地型産業であるといえる。

業界団体である機械設計工業会の加盟事業所105 社を地域別にみると、関東支部15社、中部支部25 社、関西支部36社、中・四国支部23社、九州地区6社となっている。このように加盟事業所としては、大阪府、兵庫県を中心とした関西に多いが、一般的には関東地方の事業所数が最も多いと考えられている。

総務省『事業所・企業統計調査』によると、平成18年における全国の事業所数は7,626か所、従業者数119,604人である。大阪府における機械設計業は事業所数586か所、従業者数6,958人で、それぞれ都道府県別順位と全国に占める割合は、4位で7.7％、5位で5.8％となっている。
都道府県別で事業所数が最も多いのは、東京都（927か所）で、以下、愛知県（891か所）、神奈川県（857か所）、大阪府（586か所）、兵庫県（424か所）と続いている（表１）。
経済産業省『平成19年特定サービス産業実態調査報告書』によると、年間売上高では、大阪府は240億5,500万円で、全国の5.6％を占めている。また他の主要な集積を持つ都道府県と比較して、大阪府は従業者１人当たりの年間売上高は高い水準にあるが、１事業所当たりの年間売上高は低いという特徴がある（表２）。

事業所数は需要の拡縮に応じて増減
　14年以降は、自動車産業やIT関連産業を中心に国内で設備投資が積極的であったため、事業所は増加傾向にあった。一般的に機械設計業は、創業に当たっての初期投資額は少なく、人的関係に基づく受注取引が中心であることから、需要の拡大期には、中大規模な事業所から独立開業などにより、事業所数が増加するが、撤退も容易であるため、需要の縮小期には事業所数は減少する。そのため、現状では事業所数は減少していると考えられる。
受注は大幅に減少
当業界は、対象となる機械工業の需要に影響を受けながら成長を遂げてきた。バブル経済の崩壊以後の長期の景気停滞期には、機械設計業も厳しい経営を強いられたが、その後、自動車などの輸出産業に牽引され、国内の設備投資が旺盛となると、需要は拡大に転じた。その後、20年後半に生じた世界規模での金融危機の影響が実物経済に及んだことで、各産業における設備投資意欲が急速に減退し、機械設計業の需要は大幅に減少している。ヒアリングによると、年末年始に需要は大幅に落ち込み、小規模な事業者では廃業に至るケースもみられる。需要の減少は、現在は落ち着いているが、この半年で平均すると前年比40％～60％程度の操業度であった。その一方で、受注は回復には至っていないが、一部には６月に入り、見積件数が増加しており、好景気であった昨年同月以上となっていることから、今後の受注につながるとの期待もある。
　収益は悪化
受注量の大幅な減少の結果、各事業所とも収益状況は悪化している。取引先の販売不振が続く中で、コストダウンへの要請は厳しくなっている。業界では、作業内容に応じて、時間当たりのおおむねの人件費が決められているが、現在も単価設定の変更にまでは至っておらず、作業時間を抑えることで要請に対応している。

資金繰りは厳しい
機械設計業の主な経費は人件費であり、加えて設計機器のリース料や家賃などが大きなウェイトを占める。業界では、一般的に現金取引が多いことから比較的売掛金の回収は容易である。しかし現在の不況期には、多数の余剰人員を抱えることになるため、資金繰りは急激に悪化している。ヒアリングでは、緊急経済対策における雇用調整助成金や保証制度を活用することで、現在の人員を維持しつつ、資金繰りを確保する事業所が多くみられた。
　厳しい時期でも人材確保が重要　　　　
　20年の秋までは、需要拡大による人手不足が慢性化していたが、今回の不況によって、ある事業所では、500人の派遣者のうち100人が契約解消となるなど、急速に過剰感が増している。業界では、取引先業界の景況によって、必要な人員数が大きく変動する。小規模事業者では、こうした変化に対応できず、大幅な人員削減や事業所を閉鎖することもあるが、数百人規模の中規模事業所では、景気回復期に備え、こうした厳しい時期であっても、雇用調整助成金を活用するなどして人員確保に努めている。
　リスク分散のため、取引先を開拓
当業界は、取引先の業界の景況の影響を強く受ける。これまで業界では、特定の取引先と密接な関係を構築し、長期安定した取引を目指す事業所が多かった。しかし最近では、リスク分散のため、これまで取引関係のない業界の取引先を開拓する動きも活発化している。
そのほか、機械設計のノウハウを活かし、オリジナル製品の製造に着手することで製造業への転身を図る事業所もみられた。
　今後の見通し

現状では、20年末からの景気の落ち込みが落ち着いた感はあるものの、まだ回復には至っていない。業界では、自動車業界など顧客となる業界からの情報を勘案し、現在は景気の底にあり、今後は回復に向かい、21年末には受注は大幅に改善するとの見方がもたれている。既に、見積りが増加し、その兆しが見え始めている事業所もあり、今後の受注拡大に期待が高まっている。
（越村　惣次郎）
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（資料）経済産業省『平成19年特定サービス産業実態調査報告書』
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